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行して同叢書にはアティアス 2）『民法』（Christian AtiAs, Le droit civil, Collection Que 
1）　著者は，エクス・マルセイユ大学の教授である。2004 に博士号取得（F. ROUVIÈRE, 
Le contenu du contrat : essai sur la notion d’inexécution, préface de Ch. Atias, 
PUAM, 2005 2007 年にアグレガシオン合格，著作の一覧等は以下のサイトを参照：
https://ltd.univ-amu.fr/images/CV_F.Rouvi%C3%A8re__mars_2019.pdf（2020 年 9 月
21 日最終閲覧）。民法季刊雑誌（RTD civ.）にて雑誌論文のレビューを 2017 年以来
担当しており，従来の寸評形式ではなく，自身の方法論的問題関心に基づいた批評
を行っている。なお，本書の書評として V. FORRY et S. PIMONT, RTD civ. 2020, p. 213
がある。



























文 と し て，F. ROUVIÈRE, B. VIAL-PEDROLETTI, A. LEBORGNE, « Le départ d'un Maître 
Christian Atias （1949-2015） », D. 2015, p.440。
3）　書評として M. TANCELIN, Les Cahiers de droit, vol.25, no2, 1984, p.493, 第 2 版につ
き P. LEGRAND Jr, Oxford Journal of Legal Studies, vol.7, no1, 1987, p.136 がある他、
英訳として The French civil law : an insider's view, Louisiana State University,1987











てレミィ（Philippe Rémy）の議論に触れよう 6）。レミィは 1986 年の論文においてフランス
の民法学者に巣食う病理として「専門分化」・「道具主義」・「楽観的な実証主義」（立法の







入門に関わる近時の著作について書評する V. FORRAY et S. PIMONT, RTD civ. 2019, 
pp.199-207 での指摘が興味深い。また，法源の動揺については後掲注（10）所掲の
論文を参照。
6）　Ph. RÉMY, « Les civilistes français vont-ils disparaître ? », Revue de droit de McGill, 
vol. 32, no 1, 1986, p. 152, p.155 et s.
7）　こうした視点は日本での議論と重なる。「精神的危機」に関わる大村敦志「民法と
民法典を考える」『法典・教育・民法学』（有斐閣，1999 年）1 頁（初出，民法研究
1 巻 1996 年）。第 1 の病理は領土喪失の危機（大村 3 頁）に対応するであろうし，
第 2 から第 4 のものはそれぞれ「精神的危機」に関わる（同 10 頁注（2）ではアテ
ィアスが引かれる）。第 2・第 3 の病理は近時さらに強まっているということができ
るだろう。大村敦志「法社会学への期待と要望 : 平成一民法学者の観点」『民法のか
たちを描く：民法学の法理論』（東京大学出版会，2019 年）312-315 頁（初出，法社
会学 84 号（2018 年））。大村敦志＝小粥太郎『民法学を語る』（有斐閣，2015 年）
の「第 1 信」「第 2 信」も参照。
8）　大村・前掲注（7）所掲。私法のインテグリティに言及する森田修『契約規範の法
学的構造』（商事法務，2016 年）72 頁の立場は，私法学会シンポジウムでの村上淳
一発言（私法 60 号（1998 年）52 頁）を引く（36 頁（初出 1998 年））ようにアンビ
バレントである。さらに，近代私法における「技術的理性への素朴な信仰にもはや
帰依し得ない」と述べ，「秩序の構想をめぐる抗争」をさしあたりの戦略とする森田




















セル（Pascal Ancel）およびリブシャベール（Rémy libchAbeR）の論文である 11）。両論文に
は執筆時期もおそらく本書と共通する著者自身による紹介 12）もあり、本書のねらいとの
関係で重要な内容を含むものである。
9）　この点について，ICCLP Publications No.15『第 10 回日仏法学共同研究集会報告
集「利益の衡量」（2019 年 9 月 17 日 -18 日東京）』（2020 年）の諸論稿を参照。
10）　ニコラ・モルフェシス「フランス私法における法源の主たる傾向」ジュリスト
1426 号 65 頁（2011 年 R. LIBCHABER, « Les transformations dans les sources du droit », 
RDA 2015, p.7. なお，ドイツ法に関して，水津太郎「現代における法典の擁護――
法典悲観主義に抗して――」森征一・池田真朗編『私権の創設とその展開（内池慶
四郎先生追悼論文集）』（慶応義塾大学出版会，2013 年）355 頁を参照のこと。
11）　P. ANCEL, « Le droit civil, modèle disciplinaire? », in AUDREN（F.） et Barbou des 
Places （S.）（dir.  Qu’est-ce qu’une discipline juridique?, LGDJ, 2018, p.227 ; R. LIB-
CHABER, « Le dépérissement du droit civil »,op.cit., p.243. なお，ルヴィエールによる
「ディシプリン」の理解として，F. ROUVIÈRE, « La notion de discipline juridique : en-
jeux et intérêts », RTD civ. 2017, p.530 も参照のこと。
12）　F. ROUVIÈRE, « L’avenir du droit civil », RTD civ. 2019, p.451





　以下では、「法にとってのモデルとしての民法」を主題とする第 2 部（73-116 頁）を
中心に本書の内容を紹介する。著者によれば、民法は法にとっての「歴史的」（第 1 章）、
















者を高く評価している。F. ROUVIÈRE, « La vulnérabilité de la science du droit : histoire 
d’une science sans méthode », in F. ROUVIERE （dir.）, Le droit à l’épreuve de la vul-

































































15）　F. ROUVIÈRE, « Exemplarité ou subsidiarité du droit commun ? », RTD Civ. 2018, 
p.776 も参照のこと。なお，「共通法」に関する近時のテーズとして，N. BALAT, Es-































を突きつけた破毀院 2013 年 12 月 4 日判決（Cass. civ. 1er, 4 décembre 2013, Bull.civ. I, 
no234）である（109 頁）16）。民法典 161 条の規定する婚姻障害に該当するものの 30 年継続
16）　この動向を紹介するものとして，ICCLP Publications No.15『第 10 回日仏法学共


























同研究集会報告集「利益の衡量」（2019 年 9 月 17 日 -18 日東京）』（2020 年）。RTD 
civ 誌で 2017 年より担当する雑誌論文レヴュー欄において最初に取り上げたのがま
さに「比例性コントロール」の問題であった。F. ROUVIÈRE, « Le contrôle de propor-
tionnalité dans la balance du juge », RTD civ. 2017, p.524 ; id,« Les différentes formes 
de contrôle de proportionnalité », in Le juge judiciaire face au contrôle de propor-



























18）　F. ROUVIÈRE, « La difficulté d’exister du sexe neutre », RTD civ. 2018, p.947. も参照
のこと。
19）　F. ROUVIÈRE, « Le concept d'homoparentalité : une analyse méthodologique » Gaz. 
Pal. 6-7 mars 2013， p. 5 も参照のこと。
都法 61 巻 2 号（2021 年 1 月） 285
二　民法と民法学：アティアス『民法』との対比
　アティアス『民法』は二部構成をとっており、第 1 部は「法律家と民法」と題し、第
1 章「フランス民法の特徴」（第 1 節「民法と他の法分野」、第 2 節「民事の政治と技術」）、
第 2 章「フランス民法の研究」（第 1 節「学説の理論」、第 2 節「学説の実際」）により構
成される。第 2 部（「市民と民法」）は、民法全体の概説を行うものである。これらに先
立ち、「フランス民法の形成」と題する序章が置かれる（以下、本章では同書につきペー




















































20）　Ch. ATAIS, « La civilisation du droit constitutionnel », Revue française de droit 
constitutionnel, no7, 1991, p.435.













見ることは容易であろう。19 世紀から 20 世紀の学説の特徴のごく短い概観のなかで、





























けるのである」（8 頁）。第 2 版以降は、この記述に続けて、「個別と普遍との間のこの緊
張関係において、自然法が発見されることになる」（第 2 版 8 頁）との記述が現れる 23）。
「それは規則の集合ではなく、規則を越えるものである」。「法は、それを常に過度に単純














エールは法の敵であった」（第 7 版 28 頁）との個所には Épistémologie juridique
等の著作で多く言及されるハイエクへの関心がうかがわれる。なお，アティアス・
前掲注（2）も参照。晩年の論文で自然法について触れるものとして，Ch. ATIAS, 
« L'incessant triomphe du droit naturel », Cahier Portalis no2, 2015, p.21.
24）　なお，ルヴィエールにはアクターの観点があまり見られないといえる。もちろん，
判事への着目はあり，国内裁判所と欧州人権裁判所との影響関係に触れる記述もあ
























観点は小さいといえる。もっとも，F. ROUVIÈRE, « Le discours juridique à travers ses 































26）　A. SERIAUX, Vo« Droit civil », in D. Alland et S. Rials （dir.）, Dictionnaire de la cul-
ture juridique, PUF, 2003, p.435 が引かれる。
27）　アンセルによれば，現在では「民法」を冠する教科書シリーズは « Précis Dalloz »
および « Defrénois »（Malaurie/Aynès）のシリーズのみだという）。
28）　後にも触れるが，アンセルはジャマンによる法学教育改革の試みに好意的な理解















を寄せる。たとえば，Ch. JAMIN, La cuisine du droit, Lextenso, 2012 への書評（RTD 
civ. 2013, p.213; RIEJ, Vol.72, 2014, p.99 に再録，引用は後者による）において，ア
ンセルはジャマンの議論に本質的なところで同意できると述べる（p.101）。20 世紀
初めに形成された「知的モデル」に依拠するフランスにおける法学教育は，法技術
を中心に行われるものであり，社会科学は周辺化されている（Pascal Ancel, « Le 
droit in vivo ou le plaidoyer d'un membre de la “doctrine” pour la recherche juridique 
empirique », in Mélanges Philippe Jestaz, Dalloz, 2006, p.1 も参照）。大学での法学
教育の目的は，多様な規則と判例によって構成される「体系」についての（完全で
一貫したものだと想定される）ビジョンを学生に提供することだと考えられている。
しかし，第 1 に，法の各領域の多様化・複雑化，第 2 に，法的関係の国際化により，
こうした状況に動揺が生じつつあるとの認識を示す。アンセルの法学教育に関する
論 文 と し て，P. ANCEL, « Dénationaliser l’enseignement du droit civil ? », RTD civ. 
2011, p.701 ; id, « L'alternative transnationale », Commentaire no151, p.608（前者はケ
ベック，後者はルクセンブルクでの教育実践を紹介する）。なお，こうした観点から
契約法を叙述する教科書として，J. CARTWRIGHT, Contract Law. An Introduction to 
the English Law of Contract for the Civil Lawyer, 3rd ed., Hart Publishing, 2016 ; J. 


























29）　同様の主題を扱うものとして，Ch. JAMIN, « La mort du droit civil ? », in Mélanges 
en l’honneur du Jacques Mestre, 2019, p.541 がある。ジャマンもリブシャベールと
同様の見方を示している。レミィの議論に加えて，基本権の法学における近時の役
割を重視するものである。さらに，Ch. JAMIN et F. MELLERAY, Droit civil et droit ad-
ministratif : Dialogue（s） sur un modèle doctrinal, LGDJ, 2018, p.198, p.209 et 
s. も参照。
30）　この他にこの主題に関わるものとして，R. LIBCHABER, « Où va le droit ? : la société 
le conduira… », JCP 2018, 813, p.1381. 「農業社会」「工業社会」を経て「個人化社会」
（N. エリアス）となった現代において「人権は法を生産する主要な力となった」
（no11, p.1386）との認識が示される。




























触れられる。P. ANCEL, « La force obligatoire du contrat », RTD civ. 1999, p.771 の提
起した問題に応じる，R. LIBCHABER, « Réflexions sur les effets du contrat », in Mé-


































について取り上げている点も興味深い。この点について，R. LIBCHABER, « L'animal 
aujourd'hui : mauvaises avancées d'une juste cause », Commentaire, no167, 2019, 


















































































36）　LIBCHABER, supra note（30）に対する書評である F. ROUVIÈRE, « Le droit doit-il se 
contempler dans le miroir de la société ? », RTD civ. 2018, p.1020, p.1021. 具体的な戦
略 と し て，A. RILES, « A New Agenda for the Cultural Study of Law: Taking on the 





37）　ROUVIÈRE, « Le fondement… », supra note（13） ; id, « Apologie de la casuistique ju-
ridique », D.2017, p.118 ; id, « La méthode casuistique : l’apport des cas critiques pour 
la construction des catégories juridiques », RRJ, 2018, p.1981.
38）　LIBHCABER, supra note（11）, p.245.　なお，B. OPPETIT, « L’hypothèse du déclin du 























39）　ROUVIÈRE, « Le fondement… », supra note（13）.
40）　R. LIBCHABER, L’ordre juridique et discours du droit, LGDJ, Lextenso, 2013.
41）　ただし F. ROUVIÈRE, « Les méthodes de l'enseignement du droit à l'aube du XXIe 






（有斐閣，2019 年）190 頁（初出，法の支配 169 号 35 頁（2013 年））。その後の展開
として，O. BEAUD et R. LIBCHABER, « Où va l’Université ? Les chemins de la liberté », 
JCP 2014, I, 1264, n° 7, p. 2224, その批判として，Ch. JAMIN et M. XIFARAS, « Retour 
sur la « critique intellectuelle » des facultés de droit », JCP 2015, 100, p.155 ; « Sur la 


























formation des juristes en France. Prolégomènes à une enquête », Commentaire no150, 
2015, p.385（クリストフ・ジャマン，ミカイル・クシファラス（金塚彩乃訳）「フラ
ンスにおける法律家の養成について：検討のための序章」法時 88 巻 8 号 70 頁（2016
年））。後者に対する再反論として，O. BEAUD et R. LIBCHABER, « L'air de la calomnie », 














〔追記〕脱稿後、RTD civ 誌（RTD civ. 2020, no3, p. 501）における特集「今日における民
法」に接した。同特集におけるルヴィエールの寄稿は概ね本稿で紹介した内容といえる。
43）　R. LIBCHABER, « Les jurists et ses objets », Enquête, no7, 1999, p. 251 ; id, L’ordre 
juridique…, supra note（40）. 
44）　この観点からは，S. PIMONT, « Peut-on réduire le droit en théories générales ? », 
RTD civ. 2009, p. 420, さらに V. FORRAY et S. PIMONT, Décrire le droit... et le trans-
former : Essai sur la décriture du droit, Dalloz, 2017 の検討が有益であろう。
